




A change of the structure of public work-related expenditures in 






















208 年 9 月アメリカを震源とする世界的な金融機関の破綻は．世界経済を
一気に不況へと陥れた． 日本の景気も明らかに不況へと転じた. 8 本の政府は
補正予算により景気の落ち込みを救おうとした．しかし．景気の悪化は深刻で
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兆円 図 1 当初予算の推移
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される．そこで， 1) ケース 1. シーリング方式の導入前後の 2 期間比較. 2) 
ケース 2, シーリング導入前と，シーリング導入後で分類導入前後の 3期間比




入した後の当初予算の伸び率 lG (t) - G (t - 1) I / G (t) に一元配
置の手法4) を適用して比較してみる．それを示したのが，表 1である．なお，
この表 1 では，検定の有意水準は 0.01 とした．
この表 1 の分散分析表の F 境界値 (7.314) より観測された分散比 (15.7924)
のほうが大きくなっているので，有意水準 1 % (0.1) で構造変化は起こらな
かったという帰無仮説は棄却されることになる． したがって，当初予算は概算
要求基準の導入によって構造変化をしたと判断できる．
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変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P 値ー F 境界値
グループ間 0.23091 1 0.23091 
グループ内 0.5729 40 0.1432 
合計 0.28037 41 
15.7924 2.4E-15 7.314 
次に．ケース 2 について調べるために．当初予算の伸び率を 1965 年度から
198 年度まで. 1982 年度から 198 年度まで， 19 年度から 206 年度までの
3 期間について一元配置の手法を適用してみる．その際当初予算は概算要求
























変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P 値 F 境界値
グループ問 0.27092 2 0.13546 83.158 8.65E-15 5.19413 
グループ内 0.53279 39 0.136 
合計 0.28037 41 
表 2 から明らかなように, F 境界値より観測された分散比のほうが大きいの
で．構造変化が生じないという帰無仮説は棄却されることになる．ただし，厳
密に言えば， 1965-1981 年度の期間と 1982-198 年度の期間，あるいは
1965-1981 年度の期間と 19-206 年度の期間の比較では有意水準 1 % (0.01) 
で棄却されたが, 1981-98 年度の期間と 19-206 年度の期間の比較では有
意水準 1 % (0.01) で棄却されなかった． したがって, 19 年度以降に採用さ
れた分類方式は必ずしも十分な構造変化を生じさせなかったことになる．
しかし．あらためて 1981-98 年度の期間と 19-206 年度の期間の比較を
有意水準 6 % (0.06) で行ってみると, F 境界値は 3.91347 になり．観測され
た分散比は 4.13709 になるため．かろうじて当初予算は概算要求基準の導入
によって構造変化しないという帰無仮説は棄却されることになった．ここで．
有意水準 6 % (0.06) という値は．通常採用される有意水準 5 % (0.05) に極
めて近い値であることから， 19 年度から概算要求基準の性格が変わり．そ
れにより当初予算は再び構造変化したと判断してもよいであろう．




変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P 値ー F 境界値
グループ間 0.04 1 0.04 4.137419 0.5378 3.91347 
グループ内 0.269 23 0.0968 
合計 0.267 24 


























なお，表 5 では 8つの期間だけを取り上げている．
表5. 国民所得の変化率と当初予算の変化率の交差相関係数．概算要求基準導入前．
-4 -3 -2 -1 ゜ 2 3 
- 0.31604 - 0.384 - 0.2748 - 0.41803 - 0.13516 - 0.25925 0.152067 0.34165 
当初予算と補正予算における公共事業関係費の変化 129 
この表 5 から明らかなように国民所得の変化率を 1期前に戻し．当初予算





いても見てみる．それを示したのが．表 6 である．なお．表 6 では 8 つの期間
だけを取り上げている．
表6. 国民所得の変化率と当初予算の変化率の交差相関係数．概算要求基準導入後．
-5 -4 -3 -2 -1 ゜ 2 






ケース 2 についても相関関係を調べてみる. 1965-198 年度の期間は共通な



















1982-98 年度の期間ではプラスの比較的高い相関であったのが， 19-206 年



















r. (t) =S (t) / G  (t) 















rs (t) = lZ (t) - G  (t)f / G  (t) 
補正後予算＝当初予算＋補正予算
Z (t) =G (t) +S (t) 



















The sum = I G (t) - G (t - 1) l / G (t - 1) 
+ IZ (t) - G  (t)l / G  (t) 
~IZ (t) - G  (t-l)l / G  (t-1) 
しかし．近似値では厳密な議論ができないので．補正率に修正係数を掛ける
ことによって等式が成立するように修正する．ここで．修正係数 (A revised 






＋（今期当初予算／前期当初予算） . IC 今期補正後予算ー
今期当初予算）／今期当初予算！
＝（今期補正後予算ー前期当初予算）／前期当初予算
The revised sum = I G (t) - G (t - 1) l / G (t - 1) 
+ IG Ct) / G  Ct -l)l・IZ Ct) - G  (t)l 
/G (t) 







1 = [IG (t) - G  (t -1)1 / G  (t -1)] / [IZ (t) - G  (t 
-1)1 / G  (t -1)] + [IG (t) / G  (t -1)1・IZ (t) - G  (t)I 












































変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 — F境界値
グループ間 0.04168 1 0.415 0.2871435 0.5948 4.0876 
グループ内 0.5757943 40 0.14 
合計 0.5817263 41 
当初予算と補正予算における公共事業関係費の変化 135 




















0.62517 - 0.1725 0.629 
表 10. 概算要求基準導入後の相関係数
名目，年度 実質，年度 名目，暦年




































































グループ内 0.1283 40 0.32 




P 値 F 境界値
5.46E-10 7.314 
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名目と実質の GDP と修正合計値の相関関係を調べてみる．結果は．表 12
に示されている．










この表 12 によれば, 1965 - 198 の期間の実質 GDP だけがマイナスの相関
になっている．そこで．この期間の実質 GDP と修正合計値について交差相関
係数を調べてみると．表 13 のようになる．
表 13. 合計値の交差相関係数（対実質 GDP)
-3 -2 -1 
゜





表 13 から分かるように， 1期遡った実質 GDP と今期の合計値との問の相関





















この図 4 から明らかなように， 1983 年度までは修正補正率より当初予算伸
び率の方が常に大きくなっていた． しかし， 1984 年度以降は当初予算伸び率
の方が大きくなることが多くなった．しかも，修正補正率の方が当初予算伸び
率より 5 % 以上大きくなった年度が何回か生じている. 195 年度と 198 年度















図5 公共事業関係費の推移642086420 1111 兆円, " """' 
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変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P 値 F 境界値
グループ間 0.27506 1 0.27506 
グループ内 0.3847 40 0.9587 
合計 0.6193 41 
23.7021 1.78E-05 7.314 
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変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P 値 F 境界値
グループ間 0.18495 0.18495 8.0298 0.716 7.314 
グループ内 0.921 40 0.2308 
合計 1.0637 41 
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意水準は 1 % (0.1) とする．
表 16.
分散分析表
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P 値 F 境界値
グループ間 0.205 1 0.205 0.71 0.7926 7.314 
グループ内 1.259715 40 0.3149 
合計 1.26192 41 




















































2. 飯田泰之著．「金融政策の失敗が招いた長期停滞」. 7の著書の 149
-174 頁．










宮川努編「失われた 10年の真因は何か」．東洋経済新報社， 203 年. 79-13 頁．
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本 [1]. 岡崎 [2] などが上げられる．





3) 概算要求基準については．すでに 196 年度から導入されていた． しかし当
初は50% 増の範囲内というように極めてゆるい制約であった. 1982 年にゼロシー
リングになり， 1983 年度からはマイナス 5%の範囲内（除く投資的経費）. 1984 
年度には経常部門マイナス 10% と投資部門マイナス 5%の合計額の範囲内と強
化された． しかし．バプル景気が始まると 198 年度経常部門はマイナス 10% で
あったが．投資部門はゼロ成長に戻され．社会資本整備特別措置法による事業
が1兆30 億円認められた．バプル崩壊による平成不況が始まると， 194 年度
経常的経費は 10% の削減を維持したが．投資的経費に関してはプラスの 5%に
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は 1982 年度あるいは 1983 年度であるため，導入時期が明確である． したがって，
シーリング方式が導入される前と導入された後とを区別することが容易である．
そこで，一元配置の方法を採用することにする． もし，導入時点が明らかでは
ない場合. Ch ow テストのような別の手法が必要になったであろう．
なお，ゼロシーリングの導入時期とマイナスシーリングを導入した時期が 1年
しか異ならないため，構造変化がいずれの年度から生じたのかについて，厳密
な検討は行っていない． しかし，予算構造の変化ということでは 1983 年度のマ
イナスシーリングを導入した年度から構造変化したとみなしたほうが妥当かも














7) ここで補正率が構造変化したという結論は．有意水準が 1% という条件
の下であったもし有意水準を 5% に変更すると構成変化していないこと
になる． したがって．補正率の構造変化だけでは概算要求基準が導入され
たことによって公共事業関係費の補正予算の役割が本格的に変化したとは
いいきれないことになる．
8) 概算要求基準の導入によっても公共事業関係費の合計値は構造変化して
いなかったということは意外な結果である．概算要求基準の導入の目的は
財政再建のために支出を制約することになる． したがって．概算要求基準
の役割をあらためて検討する必要があろう．
